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小学校から高等学校にかけて情報教育を体系的に推進するためには，小学校，中学校，高等学校

でそれぞれの指導内容を適切に指導するとともに，各学校種の各教科等における情報教育と学校種

間の接続に配慮して指導することが大切である。

本章では，児童生徒の発達の段階に応じて情報活用能力を育成するための校種間連携の在り方に

ついて，接続を円滑に行う視点から述べる。

１ 小学校と中学校の連携を図るための工夫

小学校では各教科等の指導を通じて，情報手段に慣れ親しみ，適切に活用する学習活動を行い

ながら情報活用能力を身に付けるために，自校の児童の実態に応じて，情報教育の全体計画を作

成し，総合的な学習の時間を中心にして情報教育を展開している。各小学校が自校のハードウェ

ア上の特性や児童の実態のみを重視して情報教育を行うと，中学校に進学した時点で情報格差

（デジタルデバイド）が生じることになる。そこで，各小学校においては近隣の小学校のハード

ウェアとソフトウェアの整備状況を考慮して情報教育を推進する必要がある。

一方，小学校の卒業生を迎える中学校は，各小学校で実践されている情報教育の指導内容を考

慮して，自校の指導計画を作成する必要がある。これらのことから，小学校でどのような指導が

行われてきたのかを把握したり，小学校と中学校が連携を図って情報教育を推進したりするため

の方策について，実践例を基に考察する。

(1) 学校間の指導計画を交換する取組

情報教育がどのように展開・推進されているのかを，近隣の小・中学校間で互いに把握する

手段として最も手軽にできることは，互いの指導計画を交換することである。

指導計画は，学校が自校の特色を生かし，実態に応じて校長の指導の下で作成されるもので

ある。体系的に情報教育を推進するためには，前述のように，近隣の学校のハードウェアやソ

フトウェアの整備状況を考慮して作成することが望まれる。その際，校区内に複数の小学校が

存在する中学校においては，中学校がリーダーシップを取り，情報交換を行うことが大切であ

る。

(2) 小学校と中学校の連携を組織的に進める取組

小学校と中学校が情報教育の接続を図る方策として，小・中学校間の情報教育の在り方を互

いの教員が協議する組織を編成し取り組むことが考えられる。

鹿児島市のＴ中学校では，地域の２小学校との間で，教科等部会の中に「情報教育部会」を

設置し，小・中学校の接続を図った情報教育の推進に努めてい

る（図23）。この部会では，各学校の情報教育の推進状況につ

いて，各学校の情報教育に関する指導計画を基に，協議が行わ

れ，それぞれの指導内容についての情報交換を行っている。

協議の中では，当教育センターが示した到達目標（例）を基

に，実際の指導内容の見直しも行われている。

各学校の指導内容を確認するとともに，共通の目標の基で指 図23 部会の様子

導内容の検討を行うことにより，地域の実態に応じ，児童生徒の発達の段階に応じた，体系的

な情報教育を推進することができる。

第４章 情報活用能力を育成するための校種間連携の在り方
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(3) 市町村教育員会の役割

市町村教育委員会では，地域の実態に応じて，情報教育に関する研修会やハードウェア面の

整備が計画的に実施されている。情報教育に関する研修会では，ＩＣＴ指導力の向上に関する

実技研修だけではなく，各市町村の実態に応じた情報教育を推進する観点から，小学校と中学

校の情報教育に関する接続を深める機会としてとらえ，情報の共有化を図る時間を設けるなど

の工夫が必要である。

また，情報教育の全体計画やコンピュータやインターネットの活用場面を各教科の指導計画

に明示している割合は４頁に示したとおりであるが，すべての小・中学校で作成されるために

は市町村教育委員会の指導と支援が重要である。

２ 中学校と高等学校の連携を図るための工夫

高等学校では，中学校までの情報教育の指導内容と，普通教科「情報」の指導内容や各教科の

指導内容との接続を考慮してシラバスを作成し，情報教育を行うことになる。

特に普通教科「情報」においては，中学校で情報教育を中心として扱う教科である，技術・家

庭科の「情報とコンピュータ」の領域や総合的な学習の時間の指導内容を把握してシラバスを作

成する必要がある。

(1) 中学校の指導計画の収集

中学校で情報教育がどのように展開・推進されているのかを把握する手段として最も手軽に

実践できることは指導計画の収集である。中学校では，技術・家庭科「情報とコンピュータ」

を中心として，各教科や総合的な学習の時間で情報教育が行われている。自校生徒の出身中学

校のすべての指導計画を収集することは困難であるが，出身中学校別生徒数の割合等を参考に

して，いくつかの中学校の技術・家庭科「情報とコンピュータ」と総合的な学習の時間の「情

報教育」に関する指導計画及び情報教育に関する全体計画を収集して，普通教科「情報」のシ

ラバス作成に生かすことが望まれる。

(2) 生徒へのアンケートを基にした情報活用能力の把握

高等学校が中学校でどのような情報活用能力の育成が行われてきたかを把握する手段の一つ

として，「生徒へのアンケート」が考えられる。

県立Ｋ高等学校では，平成18年度から，入学段階での情報活用能力についてアンケート調査

を実施し，アンケート結果に基

づいた普通教科「情報」の指導

を行っている。平成20年度のア

ンケートでは，「デジタルカメ

ラのデータをコンピュータに取

り込むことができる。」と回答 図24 アンケート結果の一部

した生徒は約２割であった（図24）。

この結果を基に，デジタルカメラのデータ（静止画）をコンピュータに取り込む実習を行っ

たり，画像データの種類や特徴を指導したりしている。また，継続してアンケートを実施する

ことにより，中学校での学習状況の変化を把握している。

生徒の情報活用能力を挙手などにより把握している高等学校では，当教育センターの情報活

用能力到達目標（例）を規準としたアンケートで，生徒の実態把握をすることが望まれる。

デジタルカメラのデータ（静止画）をコンピュータに取り込むことができる
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自校の教育課題に応じて計画的に校内研修を行うことは重要なことである。情報教育に関する校

内研修の実施状況については５頁で示したとおりである。本章では，児童生徒の発達段階に応じた

情報活用能力を育成するための校内研修の在り方について述べる。

１ 校内研修の在り方を考える視点

小学校から高等学校にかけて，学校で実施されている校内研修の内容は，「機器やソフトウェ

アの操作に関する実技研修」，「情報教育の指導計画作成等の研修」，「情報活用能力を育成す

る指導法等の理論研修」などが行われている。ここでは，学校で実施されている校内研修の在り

方を考える視点について述べる。

(1) 実技研修の内容を見直す視点

文部科学省が実施している「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」では，平成

18年度から「ＩＣＴを用いて指導できる教員」の観点が示されている。学校では教員のＩＣＴ

指導力向上を図るための実技研修が実施されているが，その実技研修の内容については，自校

の教員の実態を踏まえ，Ａ～Ｅのどの観点に関する指導力を向上させるのかを明確にする必要

がある。

（文部科学省が示している指導力の観点）

Ａ：教材研究，指導の準備，評価などにＩＣＴを活用する能力

Ｂ：授業中にＩＣＴを活用して指導する能力

Ｃ：児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力

Ｄ：情報モラルなどを指導する能力

Ｅ：校務にＩＣＴを活用する能力

また，この５観点の指導力向上を図るために，様々な教育機関からＷebサイト（ＡＤＡＰＴ

ＵＲＬ：http://adapt.nime.ac.jp/）も提供されているので，これらを活用することが望まれ

る。

(2) 全体計画や年間指導計画の作成に全職員が参加する視点

情報教育が，市町村や学校の実態に応じて，体系的・計画的に実施されるためには，各学校

段階での情報教育に関する指導内容を，各教員が共通理解することが大切である。また，自分

の担当している学年や教科で，情報教育をどのように展開・推進するかについて共通理解を深

めるためには，情報教育に関する教育課程の編成に全教員が関わることも大切となる。

(3) 授業を通した研修を見直す視点

学校では，各教科の目標を達成するとともに，自校の教育課題解決のために，特定の教科や

領域における指導法改善等の研究・実践に取り組んでいる。

その際，情報教育やＩＣＴ活用に直接結びつく研究主題を設定しなくても，自校の課題解決

のためにＩＣＴの効果的な活用を考えることは可能であると考える。例えば，各学校の教育課

題解決のために研究授業を行う場合，研究主題に迫る視点とともに，「ＩＣＴ活用の有効性」

を授業研究の視点に加えることで授業改善を図ることができる。

第５章 情報活用能力を育成するための校内研修の在り方
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ＩＣＴ活用の有効性の視点としては，財団法人コンピュータ教育開発センターが発行した，

「ＩＣＴ活用指導ハンドブック」（平成20年６月）に具体的に示されている。各学校の校内研

修に生かすことが望まれる。

(4) 他の研修内容と関連付ける視点

学校が抱えている教育課題から，今後，情報教育に関する校内研修を数多く設定することは

困難である。

限られた回数や時間を有効に活用し，情報教育に関する校内研修の回数を増やす方策とし

て，例えば，下のように他の研修項目と関連した研修内容を設定することも考えられる。

Ａ：人権教育の研修内容と関連付ける

Ｂ：道徳教育の研修内容と関連付ける

Ｃ：生徒指導の研修内容と関連付ける

特に「ネットいじめ」への対応等喫緊な課題解決のために，情報モラルの指導と生徒指導を

組み合わせることも重要である。

２ 校内研修の実践例

(1) 他の研究テーマの中でＩＣＴ活用の視点を取り入れた研修の実践例

薩摩川内市のＴ小学校では，「伝え会う力を育む～『話すこと・聞くこと』の系統的な指導

を通して～」の研究主題を基に，表現力の育成を主眼にした研究を行っている。

以下の授業を通した検証の中では，ＩＣＴの活用と研究主題解決との関連を視点に入れた協

議が行われている。

１ 学年・教科

１・２年複式 国語

２ 単元・題材名

１年 単元「はっきりはなそう」 教材「みんなにしらせたいこと」

２年 単元「友だちに分かるように話そう」 教材「あったらいいなこんなもの」

３ 実施日及び授業場所

平成20年10月８日（水） １・２年普通教室

４ 授業の実際

(1) 本時の概要

１年生では，教師の直接指導を多く行いながら，これまで書いてきた

「えにっきかあど」の続きには，どんなことを書けばよいか考え，実際

に書き進めた（図25）。

２年生では，前時までの発表準備や練習を基に，「もっと上手に発表

する」ためや，「もっと上手に聞く」ためにはどんなことに気を付けた

らよいかを話し合った。

その際，発表の様子や発表を聞いている様子を映像で振り返らせ，自 図25 教師と発表メモをつくる児童

己評価を基に改善点を話し合わせた。
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(2) 活用機器

コンピュータ，ＣＤラジカセ，デジタルビデオカメラ

(3) 授業形態

複式学習，ペア学習，個別学習

(4) ＩＣＴ活用の場面

１年生に対して教師が直接指導を行う間に(前頁図25)，２年生では前

時に撮っておいた映像を見ながら，自分たちの話し方や聞き方の様子は 図26 話し方や聞き方を確かめる児童

どうであったかを確かめている(図26)。

また，児童は，自分の聞き方の様子の映像を確認することによって聞

く際に大切なことに気づき，そのことを友だちに発表している(図27)。

(5) 授業を実施した教師の感想（授業研究会から）

○ 話し方や聞き方のチェックポイントをワークシートに示してあった

ので，児童は映像を見ながら，具体的な改善点を考えることができた

きたのではないか。 図27 聞き方の改善点を発表する児童

○ 映像の撮り方として，これまで話し手を中心に撮ることが多かったが，聞き手にも焦点を当てること

で，自分の聞き方を確認することができ，自己評価を深めることができた。

○ 音声言語活動については，即時評価が必要である。また，教師が常に見取ることができない複式学級の

指導においては，どのように評価するか，何を評価するかなどについて，精選していく必要がある。

また，映像を活用することで，それらの点を補おうとすることができるが，話し手・聞き手に加えてモ

ニター役の児童を設定することで，「生の雰囲気」を経験させていくことも重視していきたい。

最近，県内の各地で小・中及び中・高の間で各教科の授業を通した校種間連携を図る研究が

取り組まれている。それらの研究会で，主題に対してＩＣＴ活用が有効であるかの視点を加え

ることで校種間連携を図ることができると考えている。

(2) 人権教育講演会で「情報モラル」の講演を行った実践例

鹿児島市のＴ中学校では，人権教育と情報モラルの育

成を関連付けて生徒・保護者向けの講演会を行った。

講演の中では，インターネット上での具体的な問題事

例を基に，インターネットの適切な利用法を考えさせる

とともに，インターネットの先には「人」がいることを

意識して用いる必要があることを教えていただいたこと

で，自分が用いる言葉や表現を考えさせることができた

(図28)。 図28 講演会の様子

情報教育に関する校内研修をより多く実施して欲しいという願いはあるが，限られた日数や時数

の中で，各学校の実態に応じて，他の研修内容と関連付けた情報教育の研修が実施されることを期

待したい。


